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第１章 都内製造業のイノベーション活動の現状

東京都における今後１０年の産業振興の施策展開の方向性を示した「東京都産業振興基本戦略」には、「国際

競争力の激化、労働力人口の減少の懸念（中略）など、東京は新しい局面を迎えている。こうした課題を解決

するためには、従来の業務の効率化による生産性向上などの競争力強化では限界があり、新たな製品やサービ

スを生み出す革新（イノベーション）が不可欠である」とある。

また、第�編の結果からも、「オンリーワン技術・製品がある」企業が高い経常利益率を出していることが

示された。この章では、都内製造業の研究開発、連携、デザイン活用、知的財産権等などについて分析し、企

業のイノベーション活動の実態について明らかにした。

【第１章のポイント】

第１節 イノベーション活動の動向

１ 業務範囲

（１）「生産・加工のみを行う」企業が多い都内製造業

（２） 増加する、開発機能を持つ企業

（３） 高い利益率の「ファブレス型」企業

２ 技術開発・研究開発などの実施

（１） 規模が大きくなるほど実施割合が上がる開発

（２） 既存製品改良、製造方法改良でも高くなる利益率

第２節 イノベーションのヒント

１ 開発に際してのヒント

（１） 開発のヒントで最も高い割合の「自社の既存技術改良」

（２） 得意先や他社を参考にする従業者規模の比較的大きな企業、個人のアイデアから開発する小さな企業

（３） 利益率の高い「大学の研究成果」「文献や論文」からの開発ヒント

２ 共同開発・連携の取り組み

（１） 増加する産学連携の件数

（２） 規模が大きいほど実施割合が上がる共同開発・産学連携

（３） 利益率の高い産学連携実施企業

（４） 販売面と資金面が課題の共同開発、連携

第３節 イノベーションを支える取り組み

１ 知的財産権取得

（１） 大企業が中心の知的財産権出願件数

（２）３０～９９人で課題の多い知的財産権取得後の活用と維持費用

（３） 活用の進まないメーカー型、維持費用に悩むファブレス型

（４） 高い割合の未利用特許

２ デザイン活用

（１） 規模が大きくなると割合が増えるデザイン活用

（２）１０人以上の規模では利益率の高い（社員による）デザイン活用企業
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（３）「製品の高付加価値化」「製品の印象を上げるため」が多いデザイン活用の理由

（４）「自社ブランドの確立」の割合が高い従業者１００人以上のデザイン活用理由

（５） デザイン導入の効果は「イメージ向上」「知名度の向上」「ブランドの構築」など

（６） デザイン導入の課題は従業者規模の小さい企業は予算、比較的大きい企業では人材

（７） 今後デザイン活用する企業の課題は人材が１位

５８



52.9 6.8

68.6 7.4

55.3 7.3

38.1 5.8

25.6 4.8

1.0 3.818.1

4.7

4.1

4.2

4.8

0 20 40 60 8010 30 50 70 90 100（％） 

生産・加工 
のみを行う 

その他 

１～３人 

４～９人 

10～29人 

30～99人 

100人以上 

2,886

n

105 

273

517

928

1,000

全体 22.6 4.7 13.1 52.9 6.8

4.1 8.511.4 68.6 7.4

4.2 14.8 55.318.4 7.3

31.1 7.2 17.8 38.1 5.8

46.9 4.8 17.9 25.6 4.8

66.7 1.0 10.5 3.818.1

製品開発から設
計、生産・加工を
ほぼ一貫して行う
（メーカー型） 

製品開発・設計中
心で生産・加工は
ごく一部（ファブ
レス型） 

設 計 ・ 生
産・加工を
中心に行う 

従
業
者
規
模
別 

30.0
（％） 

15.9

3.6

18.1

4.9

20.5

3.9

22.6

H10年 H13年 H16年 今回調査 

4.725.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

メーカー型 ファブレス型 

【図表�―１―２】 開発機能を持つ企業の割合
～開発機能を持つ企業の割合は増加～

＊「東京都中小企業経営白書」と今回のアンケートから作成

第１節 イノベーション活動の動向

第�編により、高い利益率を上げている企業の特徴の第１位に「情報提供力がある」、そして第２位に「オンリー

ワン技術・製品がある」が入った。

オンリーワン技術や製品を持つために、技術・研究開発などを実施することは有効な手法である。この節では、

都内製造業がどの程度技術・研究開発活動を実施しているのかなどをみた。

１ 業務範囲

「業務範囲」に関しては、「平成１０年版東京都中小企

業経営白書」から今回を含めて４回、同じ設問で継続

的に調査している。

開発機能を持つ企業の割合はどの程度か、またどの

ように変化しているであろうか。

（１）「生産・加工のみを行う」企業が多い都内製造

業

全体では、「生産・加工のみを行う」（以下、「生産・

加工」という）が５２．９％、次いで「製品開発から設計、

生産・加工をほぼ一貫して行う」（以下、「メーカー型」

という）２２．６％、「設計・生産・加工を中心に行う」

が１３．１％と続いている。

規模別にみると、やはり規模が大きくなるにつれて

「メーカー型」の割合が高くなり、１～３人では

１１．４％、４～９人では１８．４％なのに対し、１０～２９人で

は３１．１％、３０～９９人 で は４６．９％、１００人 以 上 で は

６６．７％に達している。東京都の製造業は従業者規模の

小さい企業が多いため、全体でみると「生産・加工」

の割合が高くなる。

（２） 増加する、開発機能を持つ企業

開発機能を持つ企業の割合は増加しているであろう

か。「メーカー型」と「製品開発・設計中心で生産・

加工はごく一部」（以下、「ファブレス型」という）の

合計を、開発機能を持つ企業と定義し推移をみる。

開発機能を持つ企業の割合は「平成１０年版東京都中

小企業経営白書」の調査では１９．５％であったものが、

平成１３年版では２３．０％、１６年版で２４．４％、今回調査で

２７．３％と、わずかずつではあるが増加している。

【図表�―１―１】 貴社の業務範囲
～従業者規模が小さいほど「生産・加工」、大き
いほど「メーカー型」が多い～

＊従業者規模別は、従業者数未記入を除く
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（３） 高い利益率の「ファブレス型」企業

開発機能を持つ企業の割合は増加していることが分

かった。次に、開発機能を持つ企業の経常利益率を

「評点」を用いて調べることにする。前述のとおり、

従業者規模の小さい企業では「生産・加工」の割合が

高く、大きい企業になると「メーカー型」の割合が高

くなるなど、従業者規模により業務範囲に差がみられ

るため、３つの規模別に分析し、規模の影響を少なく

した。

従業者規模９人以下では、「ファブレス型」の１．６２

点が高く、次いで「メーカー型」の１．１３点が続く（図

表�―１―３）。開発機能を持つ企業が上位にきてはいる

が、最も低い「生産・加工」の０．８６点と「メーカー型」

の差はあまりない。

１０～２９人でも「ファブレス型」の３．６９点が最も高い

（図表�―１―４）。「メーカー型」は２．７２点、「設計・生

産・加工」は２．６４点、「生産・加工」は２．９７点と、「ファ

ブレス型」以外はそれほど差はみられない。

しかし、３０人以上では「ファブレス型」４．４２点、

「メーカー型」４．２４点と、開発機能を持つ企業の評点

が高いことが分かる（図表�―１―５）。

【図表�―１―６】 業務範囲と経常利益率との関係（全体）

＊その他を除く

【図表�―１―５】 業務範囲と経常利益率との関係（評
点：３０人以上）
～３０人以上では「ファブレス型」「メーカー型」
の評点が高い～

【図表�―１―４】 業務範囲と経常利益率の関係（評点：
１０～２９人）
～１０～２９人では「ファブレス型」の評点が高い～

【図表�―１―３】 業務範囲と経常利益率の関係（評点：
９人以下）
～９人以下では「ファブレス型」の評点が高い～
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２９人以下では開発機能中心の企業（ファブレス型）、

３０人以上では開発機能と生産機能を持つメーカー型と

ファブレス型の利益率が高かった。生産機能を持つ

メーカー型も３０人以上では都外に工場を持つ企業が多

く（第３章参照）、単純にみると生産機能を都内に持

たない企業の利益率が高い。この結果だけでは生産機

能を都内に持つ方がいいかどうか、因果関係について

は明確にいえないが、都内立地のメリットの変化につ

いては第３章に譲り、ここでは生産機能を持つ企業と

持たない企業の事例をあげる。

〈事例�―１―１〉自社で製造機能を持っている企業

国内で始めてプラスチックベアリングを製品化し

たTB社（板橋区：２３０名）は、開発から生産までを

手がけている。

自社工場をもっていない場合は、どこかに生産を

頼むしかないが、意図するものが全てきっちり仕上

がってくるかどうか心配である。精密な部品を製造

する上では、量産に入る前に必ず微調整がある。そ

れも全てお願いしないといけない。試作品を造り、

耐久性を試験し、試行錯誤していくので、自社に製

造設備がないと精密な物を製造するのは難しいと思

う。

〈事例�―１―２〉研究開発型企業の例

防振・免振装置を手がけるAS社（墨田区：６７名）

の自社での業務範囲は開発と設計である。生産と施

工は外注に出しており、管理監督する立場にある。

生産機能を持たない、いわゆるファブレス企業であ

る。ファブレス企業にしている主な理由は以下の４

つである。

１ 大手ゴム製造業の代理店から独立して創業した

という経緯を持ち、当初から工場を持っていな

かった。

２ 当社の製品を作る際には騒音や振動が出てしま

う。東京のように人口が密集していると出て行

かざるを得ない。

３ 得意先が全国にある。東京に工場があると、地

方への出荷にコストがかかる。各地方には、そ

の地方の工場から得意先に出荷した方が効率的

であると共に、生産地を分散することにより災

害時のBCP（注：緊急時企業存続計画または事

業継続計画）を実現できる。

４ ものづくりのノウハウと豊富な経験を持った協

力会社に生産委託する方が、コスト、品質共に

最適な物をお客様に提供することができる。

〈事例�―１―３〉研究開発型企業の例

電磁波防止フィルタ等を開発しているファブレス

企業のCV社（中央区：３１名）には、かなり高い技

術力が要求されている。自社技術の保有も非常に重

要だが、どちらかというと他社技術に関する目利き

の方が重要。本当の物を作るスペシャリストはそれ

ぞれのメーカーに沢山いる。当社は、他社の技術力

を活用してトータライズできる目利きを持った技術

者の養成に努めている。そのためのサポートとし

て、大手企業と色々な形で提携する。土地・工場・

ラインなどは持たない。ただしコアな機器は自社で

所有し、協力してくれるメーカーに貸与する。例え

ば、高性能のレーザーマシーンなどを購入し、使っ

ていただく。ファブレス企業が成り立つ要因は、コ

アな技術を当社が持つことである。
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２ 技術開発・研究開発などの実施

企業の強みの源泉となるオンリーワン技術は、単に

新製品・新技術を扱うことのみにとどまらず、工程管

理、生産管理等さまざまな活動と相まって生み出され

る。ここでは、生産ラインの改善や治具等の工夫も含

めて技術開発、研究開発などを、どの程度実施してい

るか、複数回答できいた。

（１） 規模が大きくなるほど実施割合が上がる開発

全体では、「新製品（商品）の開発」が２５．８％、「既

存製品の改良」２８．３％、「生産ライン、製造方法の改

善改良」２３．６％、「治具等の改善・工夫」２１．１％であっ

た。「行っていない」は４３．６％であった（図表�―１―７）。

調査項目で開発の内容を分けたものの、「新製品（商

品）の開発」「既存製品の改良」「生産ライン、製造方

法の改善改良」の３項目に関しては、それほど差がみ

られなかった。従業者規模別にそれぞれをみると、１

～３人では１０％前後、４～９人では２０％前後、１０～２９

人では４０％弱、３０～９９人では５０％前後、１００人以上で

は６０％強の実施割合である。

いずれにしても、技術開発・研究開発は、規模が大

きくなるほど実施割合が上がる傾向にある。

〈事例�―１―４〉自社の技術で自社の技術を陳腐化す

る企業

コネクター等電子部品のMK社 （大田区：１００名）

によれば、一般に成形加工のみではもうからなく

なっている。他社にない技術を持ち、価格決定権を

自社で握れるようでないと利益は出てこない。当社

では「自社の技術で自社の技術を陳腐化する」とい

う意識で開発を行っている。

インディペンデント（独立する、自立する）が企

業理念である。

【図表�―１―７】 技術開発・研究開発の実施割合
～規模が大きい企業ほど実施割合は高い～

＊見やすくするため、「行っていない」を下に表示

６２



7.9 4.8

10.317.1

18.6 8.4

8.416.8

18.1 9.1

0 20 40 60 8010 30 50 70 90 100（％） 

既存製品の改良 

生産ライン、製造 
方法の改善改良 

治具等の改善・ 
工夫 

行っていない 

648 

n 

1,053

533 

606 

730 

新製品（商品） 
の開発 

30.9

34.2

30.4

34.7

58.8 15.4

18.4

20.6

20.1

20.7

20.4

21.9

19.5

13.1 7.9 4.8

10.317.1

18.6 8.4

8.416.8

21.3 18.1 9.1

マイナス 
０％以上 
２％未満 

２％以上 
４％未満 

４％以上 
10％未満 

10％以上 

4.19

行って 
いない 

3.29

4.304.33
3.99

新製品の 
開発 

治具等の 
改善・工夫 

既存製品 
の改良 

生産ライン 
の改善 

2.10

4.10

（評点） 

3.60

3.10

2.60

1.60

0.60

1.10

技術開発・研究 
開発実施企業は
評点が高い 

2.89

行って 
いない 

2.32

3.62
3.23

2.90

新製品の 
開発 

治具等の 
改善・工夫 

既存製品 
の改良 

生産ライン 
の改善 

2.10

4.10

（評点） 

3.60

3.10

2.60

1.60

0.60

1.10

技術開発・研究 
開発実施企業 
特に「治具等の改
善・工夫」は評点
が高い 

1.38

行って 
いない 

0.71

1.53
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技術開発・研究 
開発実施企業、 
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善・工夫」は評点
が高い 

（２） 既存製品改良、製造方法改良でも高くなる利益

率

次に、開発の実施と利益率との関係はどのようにな

るか、「評点」を用いて調べる。ここでも、従業者規

模が大きいほど開発実施の割合が高くなることから、

３つの規模に分けて分析し、規模の影響をなるべく排

除した。

従業者規模９人以下では、「治具等の改善・工夫」

１．５３点が高く、次いで「生産ラインの改善」１．４６点、

「新製品の開発」１．３８点と続く（図表�―１―８）。いず

れにしても「行っていない」０．７１点よりは、何らかの

開発活動をしている企業の方が評点は高い。

１０～２９人でも、「治具等の改善・工夫」３．６２点が高

い（図表�―１―９）。次いで「既存製品の改良」３．２３点、

「生産ラインの改善」２．９０点と続き、やはり「行って

いない」２．３２点よりは、何らかの開発活動をしている

企業の方が評点は高い。

３０人以上では、「既存製品の改良」４．３３点が最も高

く、次いで「治具等の改善・工夫」が４．３０点、「新製

品の開発」が４．１９点と続いている（図表�―１―１０）。３０

人以上でも「行っていない」３．２９点より何らかの開発

活動をしている企業の方が評点は高い。

【図表�―１―１１】 技術開発・研究開発の実施と経常利益率との関係（全体）

【図表�―１―１０】 技術開発・研究開発の実施と経常利
益率との関係（評点：３０人以上）

【図表�―１―９】 技術開発・研究開発の実施と経常利益
率との関係（評点：１０～２９人）

【図表�―１―８】 技術開発・研究開発の実施と経常利益
率との関係（評点：９人以下）
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開発機能というと、従業者規模の大きい企業による

新製品の開発、という印象を受ける。確かにオンリー

ワン技術・製品を持つ企業の利益率は高いが、２９人以

下の企業では「治具等の改善・工夫」の評点が最も高

くなった。たとえ自社製品を持っていない企業でも、

生産工程におけるプロセスイノベーションを行うこと

により、利益を上げていく可能性はあるのではない

か。

〈事例�―１―５〉助成金を受けたことで目標管理がで

きた企業

VOC（揮発性有機化合物）回収装置等、環境関連

機器を開発しているMO社（豊島区：３２名）は、助

成金を受けて開発を進めているため、開発に関する

日報を書くことが求められる。これが大変で、現場

からは「助成金を取らないで欲しい」と言われるく

らいである。ただ、日程の目標ができるとスケ

ジュール通りに開発しようとする意識ができ、日程

管理にもつながるというお金以外の利点もある。

イノベーションを達成するために技術開発・研究開

発を行っている企業と経常利益率は相関関係があるこ

とが分かった。東京都においても、技術開発・研究開

発をする企業に対する、以下のような支援策を行って

いる。

〈東京都の商工施策〉

中小企業経営・技術活性化支援事業

中小企業等が産業構造の転換等による経済社会環

境の変化に円滑に対応できるよう、経営・技術の活

性化に必要な経費を助成し支援しています。

・新製品・新技術開発支援事業

創業３年以上の中小企業等による新製品や新技術

の試作または研究開発に対する助成

東京都ベンチャー技術大賞

情報、環境、福祉など今後成長が期待される産業

分野で、革新的な技術開発や製品開発に挑む創業・

ベンチャー企業の持つ技術力を表彰しています。優

れた技術・製品の新規性、技術的完成度、市場性を

要件として選定しています。

・東京都ベンチャー技術大賞

（賞金３００万円：１企業）

・東京都ベンチャー技術優秀賞

（賞金１５０万円：２企業程度）

・東京都ベンチャー技術奨励賞

（賞金１００万円：３企業程度）
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第２節 イノベーションのヒント

１ 開発に際してのヒント

技術開発・研究開発を行っている企業の利益率が高

いからといって、これまで生産・加工のみを行ってい

た企業がすぐに新製品の開発等に着手することは容易

ではない。

開発を行うには、課題を解決するための技術力や発

想力も必要となるが、その前に何を作るか、何をすべ

きか、という開発のテーマ選定がしっかりしていなけ

ればならない。

企業は開発のテーマに際し、どこからヒントを得て

選定しているのであろうか。開発を行っているという

企業に、開発に際してのヒントについて複数回答でき

いた。

（１） 開発のヒントで最も高い割合の「自社の既存技

術改良」

全体では、「自社の既存技術を改良して」が５８．７％、

次いで「個人のアイデア」４６．１％、「得意先から直接

に開発依頼・指示を受けて」４４．９％、「得意先の言動

からヒントを得て」３１．２％、「他社等の関連技術から」

３０．８％、「異業種・同業種交流から」２５．６％と続いて

いる。

（２） 得意先や他社を参考にする従業者規模の比較的

大きな企業、個人のアイデアから開発する小さ

な企業

規模別にみると、従業者規模が大きくなるにつれて

割合が高くなる項目が多い。「自社の既存技術を改良

して」や「得意先から直接に開発依頼・指示を受けて」

「他社等の関連技術から」は１～３人と１００人以上で

は３０ポイント程度も差がみられ、規模の比較的大きい

企業では自社の技術もさることながら、得意先からの

指示や他社の関連技術など、さまざまな意見や技術を

参考にしながら開発テーマを選定する姿が想像でき

る。一方、小さい企業で目立ったものは「個人のアイ

デア」であり、１００人以上では３割に満たないものが、

４～９人では５割弱、１～３人では６割弱に達し、個

人に頼った開発になっている。

〈事例�―１―６〉得意先の要望で開発をスタートする

企業

電磁波防止フィルタ等を開発しているファブレス

企業のCV社（中央区：３１名）の開発は、得意先か

ら要望が来たところからスタートする。売れるか売

れないか分からないものを作って在庫のチェックを

厳しくするよりも、最初のオーダーで開発資金を回

収できるようにする。最初のロットはユーザーが確

定しており、そこから広げて行く。顧客のニーズが

なければやらない。必要としている顧客が一番商品

が必要とされている背景を知っている。当社が自画

自賛しても、顧客は何らかの不平不満を持っている

ものである。

【図表�―１―１２】 開発に際してのヒントについて 複数回答

自社の既存技
術を改良して

個人のア
イデア

得意先から直接
に開発依頼・指
示を受けて

得意先の言動
からヒントを
得て

他社等の関
連技術から

異業種・同業
種交流から

文献や論文
を調べて

マスコミ報道
からヒントを
得て

大学の研究
成果から

ｎ

全 体 ５８．７％ ４６．１％ ４４．９％ ３１．２％ ３０．８％ ２５．６％ ８．４％ ６．５％ ４．５％ １，５３３

従
業
者
規
模
別

１～３人 ４５．５％ ５８．０％ ３３．７％ ２２．８％ １７．０％ １７．９％ ５．８％ ４．５％ １．６％ ３１２

４～９人 ５３．３％ ４７．９％ ４１．３％ ３２．４％ ２７．８％ ２８．４％ ５．２％ ５．８％ １．９％ ４８２

１０～２９人 ６６．３％ ４０．８％ ４７．５％ ３１．０％ ３５．３％ ２９．７％ １１．９％ ９．０％ ６．４％ ３７７

３０～９９人 ７０．５％ ４３．０％ ５７．４％ ３９．２％ ４１．４％ ２２．８％ １０．５％ ７．２％ ７．６％ ２３７

１００人以上 ７４．７％ ２８．４％ ６０．０％ ３５．８％ ５０．５％ ２９．５％ １５．８％ ５．３％ １３．７％ ９５

＊従業者規模別は、従業者数未記入除く
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（評点）

（３） 利益率の高い「大学の研究成果」「文献や論文」

からの開発ヒント

開発テーマ選定のヒントと利益率の関係を、「評点」

を用いて調べる。ここでも、従業者規模の影響を排除

するため、３つの規模に分けて分析した。

９人以下では、「大学の研究成果から」が１．９３点で

最も高く、「マスコミ報道からヒントを得て」１．６８点、

「他社等の関連技術から」１．６０点などと続いている（図

表�―１―１３）。

１０～２９人では、「文献や論文を調べて」が３．７０点、

以下「自社の既存技術を改良して」３．３２点、「個人の

アイデア」３．１１点、「大学の研究成果から」２．９５点等

と続いている（図表�―１―１４）。

【図表�―１―１４】 開発のヒントと経常利益率との関係（評点：１０～２９人）
～１０～２９人では「文献や論文を調べて」「自社の既存技術を改良して」
の評点が高い～

【図表�―１―１３】 開発のヒントと経常利益率との関係（評点：９人以下）
～９人以下では「大学の研究成果から」「マスコミ報道からヒントを
得て」の評点が高い～
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３０人以上では「大学の研究成果から」５．１４点、「文

献や論文を調べて」４．９５点が高い（図表�―１―１５）。

規模によって違いはあるが、どの規模でもいえるの

は大学や文献・論文からの技術情報を参考にして開発

している企業の利益率が高いことである。

〈事例�―１―７〉大学から所長を迎え、研究所を設立

した企業の例

プラスチック歯車のCD社（葛飾区：３４名）は、

企業内に「研究所」を設立した。歯車には精度、耐

久性、静かさが求められる。「お客さんの欲しいも

のに踏み込んでみよう」という決意のもと、大学か

ら歯車研究の第一人者をスカウトし、所長として迎

えた。高名な先生方を迎えるのは中小企業では無理

ではないか、という意見もあるが、仕事の面白さが

あれば、中には金額面の待遇にはこだわらない方も

いるとのこと。

２ 共同開発・連携の取り組み

開発のヒントに関しては、「大学の研究成果」や「文

献や論文を調べて」など、大学等の技術情報を参考に

した企業の利益率が高いことが分かった。

企業が大学等の研究成果を活用するための取り組み

【図表�―１―１６】 開発のヒントと経常利益率との関係（全体）

【図表�―１―１５】 開発のヒントと経常利益率との関係（評点：３０人以上）
～３０人以上では大学等の技術情報を参考にしている企業は評点が高
い～

６７



0.0

60.0

80.0

20.0

4.5 8.2

86.3

0.6 1.7

96.1

1.6
6.5

89.2

7.6
12.7

80.3

12.917.1

70.7

22.1

51.0

（％） 

20.0

40.0

100.0
全体 １～３人 ４～９人 10～29人 30～99人 100人以上 

産学官・産学公連携 他社と共同開発 行っていない 

N＝2,458

30.8

10,000
（件数） 

3,129
4,029

5,264

6,767

8,023

1,232 1,350

9,378

H11 H12 H13 H14 H15 H16 

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

国立大学等 私立・公立大学等 

（年度） 

【図表�―１―１７】 全国の産学連携件数の推移
～産学連携の件数は増加している～

資料：文部科学省「平成１６年度大学等における産学連携等実施状況
報告書」

として、産学官・産学公連携等が挙げられる。それで

は、産学連携や共同開発はどの程度の実施割合か、ま

たどのような課題があるのであろうか。

（１） 増加する産学連携の件数

都内製造業の現状の前に、大企業も含めた、全国に

おける産学連携の実施件数を文部科学省の調査からみ

る。

国立大学等における産学連携は、平成１１年度に

３，１２９件だったものが、平成１６年度には９，３７８件へと５

年間で約３倍になった。平成１５年度からは私立と公立

大学等の調査も行っており、こちらも平成１５年度の

１，２３２件から平成１６年度には１，３５０件へと伸びている。

（２） 規模が大きいほど実施割合が上がる共同開発・

産学連携

次に、今回のアンケートにより、都内中小製造業の

共同開発、連携の取り組みについて複数回答できいた

ところ、全体では「産学官・産学公連携」が４．５％、「他

社との共同開発」が８．２％であった（図表�―１―１８）。

「行っていない」の割合は８６．３％とかなり高くなっ

た。

従業者規模別にみると、１～３人では「行っていな

い」が９６．１％と実施企業は少数であった。共同開発、

連携に関しても規模が大きくなるほど実施割合が上が

り、１００人以上では「他社との共同開発」が３０．８％、「産

学官・産学公連携」が２２．１％であった。産学連携の件

数は伸びてはいるものの、まだ従業者規模の小さい企

業には広がっていないのが現状といえる。

〈事例�―１―８〉産学連携は人材育成と情報収集がね

らいという企業

防振・免振装置を手がけるAS社（墨田区：６７名）

の産学連携のメリットは、人材の育成ができたこ

と、最新の研究開発の情報が入手できること、大学

の先生とのつながりができたことである。

【図表�―１―１８】 共同開発・連携の取り組み
～連携は従業者規模の大きい企業中心で、全体の割合は
まだ高くない～

複数回答

＊見やすくするため、「行っていない」を下に表示

６８



1.00

1.64

2.45

3.60

2.60

1.60

4.10

4.60

3.10

2.10

1.10

0.60
産学官・産学公連携 他社と共同開発 行っていない 

（評点）

【図表�―１―１９】 共同開発・連携の取り組みと経常利
益率との関係（評点：９人以下）
～９人以下では産学連携を実施している企業
の評点は高い～

2.81

2.24

2.91

3.60

2.60

1.60

4.10

4.60

3.10

2.10

1.10

0.60
産学官・産学公連携 他社と共同開発 行っていない 

（評点）

【図表�―１―２０】 共同開発・連携の取り組みと経常利
益率との関係（評点：１０～２９人）
～１０～２９人では「行っていない」より「他社
と共同開発」の方が評点は低い～

3.69
4.01

4.89

3.60

2.60

1.60

4.10

4.60

3.10

2.10

1.10

0.60
産学官・産学公連携 他社と共同開発 行っていない 

（評点）

【図表�―１―２１】 共同開発・連携の取り組みと経常利
益率との関係（評点：３０人以上）
～３０人以上では産学連携を実施している企業
の評点は高い～

14.225.5

20.0 7.2

6.411.6

0 20 40 60 8010 30 50 70 90 100（％） 

他社と共同開発 

行っていない 

106 

1,947

n 

195 

産学官・産学公 
連携 14.225.520.819.819.8

26.7 25.1 21.0 20.0 7.2

6.411.617.017.547.6

マイナス 
０％以上 
２％未満 

２％以上 
４％未満 

４％以上 
10％未満 

10％以上 

【図表�―１―２２】 共同開発・連携の取り組みと経常利
益率の関係（全体）

（３） 利益率の高い産学連携実施企業

共同開発、連携の取り組みと利益率の関係を「評点」

を用いて調べる。従業者規模の影響を除くために３つ

の規模に分けると、まず９人以下では「行っていない」

１．００点に対し、「産学官・産学公連携」は２．４５点、「他

社と共同開発」１．６４点と連携をしている企業の方が評

点は高かった（図表�―１―１９）。

１０～２９人では「産学官・産学公連携」が２．９１点と高

い点は同じであるが、「行っていない」２．８１点、「他社

と共同開発」２．２４点と共同開発実施企業の方が低い結

果となった（図表�―１―２０）。

３０人以上では「産学官・産学公連携」が４．８９点と「他

社と共同開発」４．０１点、「行っていない」３．６９点より

も高くなった（図表�―１―２１）。

１０～２９人ではあまり明確な差はでていないが、どの

規模でも「産学官・産学公連携」実施企業は評点が高

いという結果が得られた。

６９



（４） 販売面と資金面が課題の共同開発、連携

産学連携実施企業は利益率が高く、共同開発実施企

業も従業者規模１０～２９人を除いては「行っていない」

企業より利益率が高い。しかし、高い利益率を出して

いる企業だからこそ連携に踏み出せるという面も考え

られる。そこで、実施企業に共同開発・連携の問題点

を複数回答できいた。

全体では、「思ったほど売れない」２４．０％、「開発の

ための資金がない」２３．４％、「開発したが売れない」

１３．４％、「連携先が探しづらい」１３．１％、「量産する金

がない」９．４％と、問題点上位５項目をみると、「連携

先が探しづらい」を除けば販売面と資金面に問題があ

ることが分かった（図表�―１―２３）。なお、「問題はな

い」は２８．３％であり、回答割合は最も高くなってい

る。

従業者規模別にみると、１～３人では「開発のため

の資金がない」２６．７％、「量産する金がない」２３．３％、

また４～９人では「開発のための資金がない」２８．９％

と、従業者規模の小さな企業ではどちらかといえば資

金面を問題とする割合が高い。１０～２９人では、「思っ

たほど売れない」２８．３％、「開発したが売れない」

１８．５％と、資金面より販売面の問題が目立つ。３０人以

上になると、問題点も見受けられるが、「問題はない」

という回答の割合が最も高くなる。１００人以上では「問

題はない」が５０．０％に達している。

経常利益率との相関が高い産学連携実施企業である

が、産学連携は未だ従業者規模の小さな企業にまで広

がっておらず、また共同開発も含めた課題は販売面や

資金面、連携先探しであることが分かった。なお、都

では産学公連携に関し、以下の施策を行っている。

〈東京都の商工施策〉

産学公連携事業

（１） 技術交流事業等

大学等（学）及び公設試験研究機関（公）との交

流を推進し、中小企業（産）の先端技術への対応力

を高めるとともに、個々の企業の持つ技術の融合化

を推進することにより、企業の技術開発力の向上を

図っていきます。

ア 産学公連携推進会議の開催

産学公各機関の実務者の代表を集め、産学公

連携に係わる相互の連携・協議を行います。

イ 技術交流事業（産学公・東京技術交流会）

企業の経営者や技術者が大学等との技術相談

を介した、具体的な共同研究テーマでのマッチ

ングを図るための技術交流会を開催していま

す。

ウ 産学公関連事業の普及啓発（中小企業のため

の産学公連携ガイド）

産学公関連事業をまとめたリーフレットによ

り産学公関連事業の普及啓発を行い、中小企業

者の共同開発の取り組みを促進します。

エ 産学公連携窓口

【図表�―１―２３】 共同開発・連携の問題点 複数回答

思った
ほど売
れない

開発の
ための
資金が
ない

開発し
たが売
れない

連携先
が探し
づらい

量産す
る金が
ない

売れて
いるが
儲から
ない

その他
わから
ない

売り先
がわか
らない

連携先
の技術
が低い

開発したが
生産する企
業がない

自社に不
利な契約
を結んだ

問題は
ない

ｎ

全 体 ２４．０％ ２３．４％ １３．４％ １３．１％ ９．４％ ７．９％ ７．３％ ７．０％ ５．２％ ４．９％ ２．１％ １．２％ ２８．３％ ３２８

従
業
者
規
模
別

１～３人 ２０．０％ ２６．７％ １３．３％ ２０．０％ ２３．３％ ０．０％１３．３％ １３．３％ １３．３％ ６．７％ ３．３％ ０．０％ １０．０％ ３０

４～９人 ２０．５％ ２８．９％ ７．２％ １２．０％ １４．５％ ７．２％ ２．４％ ７．２％ ７．２％ ６．０％ ４．８％ １．２％ ２６．５％ ８３

１０～２９人 ２８．３％ ２２．８％ １８．５％ １３．０％ ６．５％ ８．７％ ８．７％ ６．５％ ３．３％ ５．４％ １．１％ ２．２％ ２５．０％ ９２

３０～９９人 ２６．０％ ２４．７％ １７．８％ ９．６％ ８．２％ １２．３％ ９．６％ ６．８％ ５．５％ ５．５％ １．４％ ０．０％ ２７．４％ ７３

１００人以上 ２０．０％ １２．０％ ８．０％ １６．０％ ０．０％ ６．０％ ６．０％ ４．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ２．０％ ５０．０％ ５０

＊従業者規模別は、従業者数未記入除く
＊従業者規模別に、問題点１位に網かけ

７０



産業技術研究センターに５名の産学公連携

コーディネータを配し、産学公連携を希望する

企業と大学等とのマッチングを図り、共同研究

を促進しています。

（２） 産学公スタートアップ助成支援事業

ものづくり企業の競争力強化には、産学公連携に

よる新製品・新技術開発の取り組みが重要であるこ

とから、東京都産学公連携コーディネータのマッチ

ング（産学公連携窓口）により、大学等と共同開発

の合意に至った企業に対し、その第一ステップとな

る大学等との共同研究及び委託研究（大学側は受託

研究）の費用を助成し、初期費用に係るリスクを軽

減することにより、中小企業の産学公連携への取り

組みを促進します。

・助成率 １／２以内

・助成限度額 ５００千円以内

産学連携実施企業だけでなく、「他社と共同開発」

企業も経常利益率は高かった。都では共同開発に取り

組む中小企業に対し、以下の施策を展開している。

ものづくり新集積形成事業

中小企業一社では達成困難な高付加価値製品の開

発や幅広い発注など、明確な事業目的を持って共同

事業に取り組む中小企業グループを支援することに

より、地域に元気な中小企業群を創出します。

東京都と中小企業振興公社、産業技術研究セン

ターが協力し、支援対象となる中小企業グループを

総合的・継続的に支援します。また、中小企業グ

ループ支援を通して事業モデルを作り、これを広く

普及させていきます。

・助成率 １グループ１／２以内

・補助期間 ３年以内

・助成限度額 ２０，０００千円

７１
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【図表�―１―２４】 知的財産権出願件数に占める中小企
業の比率
～知的財産権出願件数は大企業が中心～

＊特許庁「産業財産権の現状と課題」より作成

第３節 イノベーションを支える取り組み

１ 知的財産権取得

特許制度は、企業がイノベーション活動等により、

他にはない新たな開発（発明）をした場合、内容を公

開することで一定期間の独占的権利を得るための制度

である。

ここでは、知的財産権（特許等）の現状について述

べる。

（１） 大企業が中心の知的財産権出願件数

全国での中小企業の知的財産活動の状況をみるた

め、特許庁の調査から、知的財産権の出願実績の動向

をみると、平成１６年１１月時点の内国人出願に占める中

小企業の比率は出願件数ベースで約１２％、平成１７年１

月時点では約１１％９であった。

３年前に行った「平成１６年版東京都中小企業経営白

書」の調査結果でも、特許取得済み企業は１００人以上

では４割超、３０～９９人では３割弱であったが、９人以

下の企業での取得割合は少なく、全体で１割弱にとど

まっていた。

このことからも、知的財産活動は大企業や比較的大

きな規模の企業が中心となって行われていることが分

かる。

（２）３０～９９人で課題の多い知的財産権取得後の活用

と維持費用

次に、都内中小製造業は知的財産権（特許等）に対

してどのような考え方を持っているか複数回答できい

たところ、全体では、「取得すべき技術がない」

３７．８％、「取得する効果・意義を感じない」１４．７％と、

取得が進んでいない従業者規模の小さい企業の回答割

合が高いことから、否定的な意見が目立った（図表�

―１―２５）。

規模別にみると、９人以下では加工型の企業が多い

ことから、「取得すべき技術がない」が４割超となっ

９特許庁の調査（平成１６年１１月及び平成１７年１月取得データ）に基づく。

ただし、全出願のうち全ての中小企業の出願を把握できていない可能

性があるため、暫定的な数値。

【図表�―１―２５】 知的財産権（特許権）取得について（従業者規模別） 複数回答

取得す
るべき
技術が
ない

取得する
効果・意
義を感じ
ない

取得した
が、十分
活用でき
ていない

取得・
維持の
費用が
高い

保有技術
はノウハ
ウなので
公開しな
い

技術が知
的財産に
なるかが
分からな
い

取得した
ことによ
り効果が
上がって
いる

取得を
推進す
る人材
がいな
い

取得すべ
きかどう
かが分か
らない

取得の
方法が
わから
ない

知的財産
の活用方
法がわか
らない

取得して
も大企業
から権利
を侵害さ
れる

いい弁
理士が
いない

その他 ｎ

全 体 ３７．８％１４．７％ １３．４％ １２．４％ １０．５％ ９．５％ ９．５％ ８．３％ ７．１％ ４．６％ ３．１％ ３．３％ １．６％ ９．１％ ２，１５３

従
業
者
規
模
別

１～３人 ４７．９％１７．６％ ５．４％ ７．１％ １０．２％ ７．６％ ２．５％ ４．９％ ７．４％ ３．７％ ２．８％ ３．１％ １．４％ １２．４％ ６４７

４～９人 ４１．３％１５．２％ ９．３％ １２．０％ １０．６％ １１．２％ ５．２％ １０．５％ ６．６％ ５．４％ ３．０％ ３．７％ １．６％ ９．９％ ６９８

１０～２９人 ３１．１％１２．７％ ２０．８％ １６．５％ ９．９％ １１．６％ １１．６％ １０．８％ ９．７％ ５．７％ ４．２％ ３．５％ ２．１％ ６．４％ ４２４

３０～９９人 ２０．２％１３．４％ ２８．７％ １７．８％ １２．１％ ８．１％ ２３．５％ ７．３％ ４．５％ ３．２％ ３．２％ ２．８％ ２．０％ ５．３％ ２４７

１００人以上 １７．５％ ６．２％ ２３．７％ １９．６％ １２．４％ ５．２％ ４２．３％ ４．１％ ３．１％ ２．１％ ０．０％ ２．１％ ０．０％ ４．１％ ９７

＊従業者規模別は、従業者数未記入除く
＊従業者規模別に、最も割合の高いものに網掛け

７２



た。３０～９９人では、「取得したが、十分活用できてい

ない」２８．７％、「取得・維持の費用が高い」１７．８％と、

取得はしているものの課題を持つ企業の割合が高く

なっている。１００人以上では「取得したことにより効

果が上がっている」が４２．３％と知的財産を効果的に活

用できている企業の割合が高い。

〈事例�―１―９〉特許の維持に費用がかかるという企

業の例

国内で初めてプラスチックベアリングを製品化し

たTB社（板橋区：２３０名）では、製品を横展開をす

る際に、形状等をいろいろ変えることによって新た

な特許になるものも多い。特許を取ることにより、

競合品の製造を防ぐことができればよい。

特許は取れるが維持していくことにお金がかか

る。また、日本国内で特許を取るだけでは不十分

で、海外で権利を主張しようと思ったら国ごとに特

許を取らなければならない。

（３） 活用の進まないメーカー型、維持費用に悩む

ファブレス型

東京都の製造業は小規模性、つまり開発機能を持た

ない企業が多くみられることから、知的財産権につい

ては「取得すべき技術がない」「取得する効果・意義

を感じない」といった割合が多くなるのは当然である。

そこで、業務範囲別に知的財産権についての考え方を

みることにし、特に開発機能を持つ企業の課題を浮き

彫りにする。

メーカー型（開発から生産）では「取得したが、十

分活用できていない」が２２．４％と、「取得したことに

より効果が上がっている」２１．５％をわずかに上回っ

た。

ファブレス型は「取得・維持の費用が高い」が２８．１％

となった。企業努力を行い、新しい技術を開発してい

くほど知的財産に係る費用が増し、加えて１つの技術

でも複数の国に権利を主張しようとすれば、国の数だ

け費用負担が大きくなる。また、「取得したが十分活

用できていない」も２２．２％と高い割合となった。

〈事例�―１―１０〉一般に中小企業は特許を管理しき

れない

VOC（揮発性有機化合物）回収装置等、環境関

連機器を開発しているMO社（豊島区：３２名）は中

小企業では特許が命と考えている。だが、大企業が

特許マップを作り、周辺技術をシステム的に固めて

いくのに対し、中小企業は一般的に知識がない。特

許を出せば出しっぱなしなど、管理しきれていない

と感じている。

【図表�―１―２６】 知的財産権（特許権）取得について（業務範囲別） 複数回答
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はノウハ
ウなので
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分からな
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取得すべ
きかどう
かが分か
らない

取得を
推進す
る人材
がいな
い

その他

取得して
も大企業
から権利
を侵害さ
れる

取得の
方法が
わから
ない

知的財
産の活
用方法
がわか
らない

いい弁
理士が
いない

ｎ

業
務
範
囲
別

メーカー型 ２２．４％ ２１．５％ １７．７％ １３．５％ １３．１％ １２．６％ ８．１％ ６．１％ ５．５％ ４．８％ ４．１％ ３．１％ ２．８％ １．８％ ６５１

ファブレス型 ２２．２％ １９．３％ ２８．１％ １２．６％ １１．９％ １２．６％ ６．７％ ３．０％ ４．４％ ９．６％ ６．７％ １．５％ ３．０％ ３．７％ １３５

設計生産加工 １３．０％ ４．２％ １１．４％ １１．４％ ２９．９％ ７．１％ １１．１％ ７．９％ ７．９％ ３．７％ ３．２％ ４．８％ １．９％ ０．８％ ３７８

生 産 加 工 ３．３％ ０．８％ ３．５％ ９．０％ ３５．０％ ５．４％ ５．６％ ４．６％ ６．０％ ６．７％ １．３％ ３．３％ ２．２％ ０．９％ １，５２７

＊業務範囲別に、最も高い割合に網掛け
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【図表�―１―２７】 出願件数別特許権利用率（全国：Ｈ１６
年度）
～特許の未利用率は高い～

資料：特許庁「平成１７年度知的財産活動調査結果」

（４） 高い割合の未利用特許

メーカー型、ファブレス型とも「取得したが十分活

用できていない」という割合が高くなった。

ここで、特許庁「平成１７年度知的財産活用報告書」

により、所有する特許権の利用率に着目する。平成１６

年度の出願件数別に利用率をみると、１０件未満の未利

用率は３８．５％であるが、１０～５０件未満では５０．３％、５０

～１００件未満では５９．０％、１００件以上は未利用率５６．８％

と特許を１０件以上出願している企業は未利用率が半数

を超えている。

中小企業では出願数１００件以上の企業は少ないと思

われるが、開発機能を持つメーカー型、ファブレス型

など特許出願が多くなる企業は効率的な活用を念頭に

置く必要があるといえる。

「取得したが、十分活用できていない」という課題

に対しては、特許戦略をきちんと立てることが、「取

得・維持の費用が高い」に関しては経費の助成が有効

である。東京都としても、以下のような商工施策を展

開している。

〈東京都の商工施策〉

知的財産活用への支援

今日のグローバル化した市場の中で、国際競争力

のある企業を創出していくためには、より多くの中

小企業が知的財産に対する認識を高め、市場で勝て

る高付加価値製品を生み出す源泉となる知的財産を

活用していくことが重要となります。

そこで、平成１５年度より「東京都知的財産活用本

部」を設置、都としての「知的財産活用戦略」を構

築し、中小企業の知的財産活用の実現を図る施策を

総合的に推進しています。

（１） 知的財産活用本部の運営

中小企業の知的財産活用をめぐる様々な課題を研

究するため、活用本部のもとに研究会を設置します。

（２） 知的財産総合センターの運営

中小企業の知的財産に係る相談に総合的かつ専門

的に対応します。

また、マニュアルの作成をはじめ、弁理士と中小

企業のマッチングを図るサイトを知財センターの

ホームページに設けるなど、様々な情報を発信しま

す。さらに、各種セミナー・シンポジウムの開催に

より知的財産に関する人材育成及び普及啓発を図り

ます。

（３） 中小企業経営・技術活性化支援事業

ア 外国特許出願費用助成事業

・外国特許出願に対する助成

イ 外国侵害調査助成事業

・外国における模倣品被害の事実確認調査に対

する助成

〈事例�―１―１１〉知的財産はファブレス企業が成り

立つ要因の一つ

電磁波防止フィルタ等を開発しているファブレス

企業のCV社（中央区：３１名）によると、生産機能

を持たないファブレス企業が成り立つ要因の一つは

知的財産権で技術をガードすることである。周辺特

許を大手メーカーに取得されてしまうと、基本特許

が当社にあってもモノが作れなくなってしまうた

め、コアの技術から派生する特許も積極的に押さえ

るようにしている。
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活用している（デザ
イナーと契約） 

今後活用しようと思
っている 

（現在も今後も）活
用するつもりはない 

〈事例�―１―１２〉特許戦略は難しい

夜光塗料では世界シェアをほぼ独占しているNE

社（杉並区：１１８名）によると、特許を出すという

ことは技術を公開するということであり、公開すれ

ば模倣品がでてくる。特許公開がいいのか悪いの

か、大変難しい問題である。

〈事例�―１―１３〉公的機関との共同出願で成功した

企業の例

硬質炭化クロムメッキのCK社（狛江市：２０名）

は、現在の特許制度は、大企業向けになっていると

感じている。取得しても、誰も守ってくれない。し

かし、ある技術を東京都の産業技術研究センター

（当時産業技術研究所）と共同出願したら、多くの

問題は回避できた。

〈事例�―１―１４〉防衛のための特許取得

鉄道模型で大手と市場を２分するSE社（新宿区：

２７０名）では、車両を走らせるための機構、実物に

より近い走り方をする仕組み（カーブで車体が傾く

など）は、特許を取って同じものを他社に作られな

いよう防衛している。

車両の模型を作るにあたっては、鉄道会社にロイ

ヤリティを払っている。

〈事例�―１―１５〉周辺特許も取得するという企業

防振・免振装置を手がけるAS社（墨田区：６７名）

では、基本特許の期限が切れても、その周辺特許を

取得していくことで実質的な特許が続いていくよう

に意識している。特許の出願に対し、従業員に奨励

金を出しているが、出願のノルマを課して数を競う

のではなく、得意先からの要望に応えたり、設計を

進めながら装置（システム）の開発や改善ができた

ときの出願に対して報いるという方法である。

２ デザイン活用

企業がオリジナリティのあるオンリーワン製品を生

み出すには、製品・技術の機能的な開発のみならず、

意匠・デザイン等様々な工夫を凝らす必要がある。ま

た、デザインは開発した製品の印象を向上させ、販売

活動の助けともなる。

ここでは、都内中小製造業のデザイン活用の実態に

ついて調べる。

（１） 規模が大きくなると割合が増えるデザイン活用

経営戦略として、商品開発、企業イメージの向上、

販路開拓などにデザインを活用しているかきいたとこ

ろ、全体では「活用している（社員によるデザイン）」

１４．６％、「活用している（デザイナーと契約）」が６．１％

と、合計でデザインを活用している企業割合は２０．７％

であった。また、「今後活用しようと思っている」は

【図表�―１―２８】 デザイン活用
～規模が大きいほどデザイン活用割合が増加～

＊従業者規模別は、従業者数未記入を除く
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１７．７％となった。

従業者規模別にみると、社員によるデザインとデザ

イナーと契約の合計で１～３人では７．５％に過ぎない

のに対し、規模が大きくなるにつれて割合が高くな

り、１００人以上では約半数の企業がデザインを活用し

ている。

〈事例�―１―１６〉今後デザイン活用を増やしていこ

うとする企業

国内で初めてプラスチックベアリングを製品化し

たTB社（板橋区：２３０名）では、最近はベアリング

単体でなく、他の製品に組み込んだユニット製品等

を作るという発想が多くなってきている。そのため

には、デザイン性を考えないといけないという思い

はある。

〈事例�―１―１７〉外部のデザイナーに委託する予定

の企業

VOC（揮発性有機化合物）回収装置等、環境関

連機器を開発しているMO社（豊島区：３２名）は、

中小企業でも、これからデザインが必要であると考

える。運びやすいデザイン、機能的なデザイン、ト

ラックに積みやすく、外観上の美しさがあるものが

よい。当社では外部の工業デザイナーに頼むつもり

である。

〈事例�―１―１８〉デザイン性より安全性

半導体関連の抵抗率／シート抵抗装置開発のNA

社（江東区：３８名）は開発機器の安全対策を重視し

ている。日本国内、そしてCEマーキングのある欧

州では作業性よりも安全性を優先する傾向があり、

韓国や台湾でも近年メーカー独自の安全に関する規

格を持っている。安全性に対応するためのコストが

かなりかかっており、現在では「見栄え」の意味で

のデザインより安全性に重点がおかれている。

（２）１０人以上の規模では利益率の高い（社員による）

デザイン活用企業

デザイン活用と経常利益率との関係を、「評点」を

用いてみることにする。規模の影響を排除するため、

従業者規模別にみると、９人以下では、「活用してい

る（社員によるデザイン）」１．２７点、「活用している（デ

ザイナーと契約）」１．３０点、「今後活用しようと思って

いる」１．１０点は、「（現在も今後も）活用するつもりは

ない」の０．９２点より評点が高いものの、それほどの差

はない（図表�―１―２９）。

１０～２９人では「活用している（社員によるデザイン）」

が３．４９点と高い。「今後活用しようと思っている」「（現

在も今後も）活用するつもりはない」「活用している（デ

ザイナーと契約）」の３項目は２点台でそれほど差は

なかった（図表�―１―３０）。

【図表�―１―２９】 デザイン活用と経常利益率との関係
（評点：９人以下）
～９人以下では、デザイン活用と評点の相関
はあまりみられない～

【図表�―１―３０】 デザイン活用と経常利益率との関係
（評点：１０～２９人）
～１０～２９人では、「デザインを活用（社員によ
るデザイン）」の評点が高い～
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３０人以上では「活用している（社員によるデザイン）」

が４．４８点と高く、以下「活用している（デザイナーと

契約）」４．０４点、「（現在も今後も）活用するつもりは

ない」３．７９点、「今後活用しようと思っている」３．６４

点となった（図表�―１―３１）。

１０人以上の規模ではデザインを「活用している（社

員によるデザイン）」という企業の利益率が高くなっ

た。

（３）「製品の高付加価値化」「製品の印象を上げるた

め」が多いデザイン活用の理由

デザインを現在活用している、また今後活用しよう

と思っていると回答した企業に、デザインを活用する

理由を複数回答できいたところ、「製品の高付加価値

化のため」が４７．１％、「製品の印象を上げるため」

４０．８％、「自社ブランドの確立」３５．２％、「企業イメー

ジの向上」３２．２％、「製品の差別化」３１．９％と続いて

いる。

（４）「自社ブランドの確立」の割合が高い従業者１００

人以上のデザイン活用理由

従業者規模別にみると、「製品の高付加価値化」は

規模の大小にかかわらず割合が高い。「製品の印象を

【図表�―１―３１】 デザイン活用と経常利益率との関係
（評点：３０人以上）
～３０人以上では、「デザインを活用（社員によ
るデザイン）」の評点が高い～

【図表�―１―３２】デザイン活用と経常利益率の関係（全体）

【図表�―１―３３】 デザイン活用の理由 複数回答

製品の高付加
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企業イメー
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化
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得意先から
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その他 ｎ

全 体 ４７．１％ ４０．８％ ３５．２％ ３２．２％ ３１．９％ ３１．６％ ２５．５％ １８．２％ １．０％ ９７５

従
業
者
規
模
別

１～３人 ４３．５％ ２９．０％ ２４．６％ １７．４％ ２５．４％ ２１．７％ ２８．３％ １９．６％ ３．６％ １３８

４～９人 ４４．８％ ３９．２％ ２８．８％ ２３．８％ ２４．５％ ３３．５％ ２６．６％ １５．０％ ０．９％ ３１９

１０～２９人 ４９．６％ ４４．６％ ３５．５％ ３７．７％ ３３．３％ ３３．７％ ２４．６％ ２１．０％ ０．０％ ２７６

３０～９９人 ５４．５％ ４６．８％ ４６．８％ ４３．６％ ４２．３％ ３７．８％ ２３．１％ ２０．５％ １．３％ １５６

１００人以上 ４０．８％ ４９．３％ ５４．９％ ５０．７％ ４９．３％ ２１．１％ ２１．１％ １５．５％ ０．０％ ７１

＊従業者規模別は、従業者数未記入除く
＊従業者規模別に、最も割合の高いものに網掛け
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（得点）

上げるため」「自社ブランドの確立」「企業イメージの

向上」「製品の差別化」は、規模が大きくなるほど割

合が高くなっている。特に「自社ブランドの確立」は

１００人以上では５４．９％と最も高い割合となっている。

〈事例�―１―１９〉デザイン変更により「飛ぶボール」

を開発した企業の例

昨年、軟式野球の公式ボールが５５年ぶりにフルモ

デルチェンジされた。全日本軟式野球連盟から「飛

ぶボールを作って欲しい」と依頼を受けて開発した

のは、軟式野球ボール製造で約７割、ソフトボール

や軟式テニスボールでも約５割のシェアを持つNK

社（墨田区：８８名）である。

重量もサイズも規格が決められているため、東海

大学の教授に流体力学の知識を借り、ボールの表面

の模様（デザイン）を変えながら揚力や空気抵抗の

実験を繰り返し、５年の年月をかけて開発に成功し

た。

また、当社は１９８７年に社名とブランド名を統一す

べく、会社名を変更した。スポーツの業界では、

佐々木�が�エスエスケイに、オニツカ�が�ア

シックスに、という流れの中での変更であった。た

だ、商品の変更、それに伴う金型の変更、パッケー

ジの変更、カタログなどの広告宣伝、社用車に書く

デザイン変更など、ブランド浸透にはお金がかかる

とのこと。

（５） デザイン導入の効果は「イメージ向上」「知名

度の向上」「ブランドの構築」など

今回の調査では、デザイン導入の目的は「製品の高

付加価値化のため」「製品の印象を上げるため」「自社

ブランドの確立」「企業イメージの向上」などの割合

が高かった。

それでは、実際にデザイン導入が経営に与える効果

はどのようなものがあるか、ここでは経済産業省が実

施した、グッドデザイン賞受賞企業１００社のアンケー

トから効果をみる。なお、効果をみるために得点を計

算しているが、ここでの得点は「かなり効果があった」

２点、「多少効果があった」１点、「あまり効果がな

かった」－１点、「ほとんど効果がなかった」－２点

としたときの平均点である。

最も得点が高いのは「企業イメージの向上」１．０５点、

次いで「企業又は商品の知名度の向上」０．９２点、「企

業又は商品ブランドの構築」０．７０点、「商品の品質向

上」０．６２点、「商品開発力の向上」０．５９点と続いている。

グッドデザイン賞受賞企業など、デザイン開発に成

功した企業ではブランドの構築ができ、その結果イ

メージや商品知名度の向上が図られ、消費者に記憶さ

れ、思い起こされる「想起機能」が得られるというこ

とであろう。

【図表�―１―３４】 デザイン導入が経営に与えた効果（グッドデザイン賞受賞商品）

資料：Ｈ１８年３月経済産業省「デザイン導入の効果測定等に関する調査研究」
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〈事例�―１―２０〉デザインで評価を上げている企業

インパルス巻線試験機で世界シェア８０％のDS社

（羽村市：２９名）は、計測機器のフロントパネル等

のデザインを工業デザイナーに頼んでいる。例え

ば、ほとんど据え付けたまま動かさない製品である

にもかかわらず、機器を持ち上げるアームを取り付

けたところ、顧客からは「いいね」とかなり好評で

あった。機能面で不必要でも、顧客からは評価され

る。デザインというのはそういうものだと感じてい

る。

〈事例�―１―２１〉ウェブのデザインは重要と認識し

ている企業

硬質炭化クロムメッキのCK社（狛江市：２０名）

では、自社のウェブサイトのデザインは重要である

と認識している。出来合いのものと、きちんとした

ものとでは第一印象がかなり違う。当社では、お客

さんに見てもらえるようにブログや、音の出ない

ゲームを置いている。単なる情報発信ではなく、見

る人が求めているもの、技術者の心をくすぐるもの

にしようと思ってデザインしているとのことであ

る。

〈事例�―１―２２〉会社案内にデザインを活用してい

る企業

ファームウェア開発のEC社（渋谷区：３９名）は、

カタログ、取扱説明書等を作成するドキュメント制

作会社を吸収した。そのノウハウを使って会社案内

を作ったところ、提案書を入れる機能や名刺をはさ

む機能などデザイン性のある新たな会社案内がで

き、得意先には好評だとのことである。

〈事例�―１―２３〉中小企業でも格好良さに気を配る

必要があるという企業

プラスチック歯車のCD社（葛飾区：３４名）は、

先代社長の時代から、自社で製作した金型には桃の

マークの刻印をつけるなど、ブランドを意識してい

た。中小企業の中には、非常にいい技術を持ってい

るところもあるが、製品や設備は無骨なものが多

い。しかし、これからは格好良さにも気を配らなけ

れば社員は集まらないとのことである。
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【図表�―１―３５】 デザインを活用する上での課題（規模別） 複数回答

デザインに
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いない

いいデザイ
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デザイン活
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デザインに
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デザイナー

とのコミュ

ニケーショ

ンが不足

デザイナー

と設計部門

とが連携で

きていない

その他 ｎ

全 体 ３５．８％ ３４．５％ １５．２％ １４．２％ １３．８％ １３．５％ ７．９％ ６．５％ ６．３％ １２．８％ ７１０

従
業
者
規
模
別

１～３人 ５３．１％ ２６．０％ １５．６％ １３．５％ ７．３％ １８．８％ ５．２％ ３．１％ ５．２％ ９．４％ ９６

４～９人 ３４．２％ ３０．９％ １５．２％ １４．８％ １１．９％ １５．２％ ４．９％ ４．５％ ６．６％ １３．６％ ２４３

１０～２９人 ３７．２％ ３８．８％ １７．３％ １２．８％ １６．３％ １３．３％ ７．１％ ８．２％ ５．１％ １３．８％ １９６

３０～９９人 ２８．１％ ４３．０％ １３．２％ １４．０％ ２０．２％ ８．８％ １３．２％ ８．８％ ７．９％ ８．８％ １１４

１００人以上 ２３．５％ ３３．３％ ７．８％ ２１．６％ １１．８％ ７．８％ １７．６％ ９．８％ ７．８％ １９．６％ ５１

＊従業者規模別は、従業者数未記入除く
＊従業者規模別に、最も割合の高い課題に網掛け

（６） デザイン導入の課題は従業者規模の小さい企業

は予算、比較的大きい企業では人材

デザイン導入に成功すれば、特にイメージ向上など

の効果が得られているが、デザイン活用と利益率との

関係をみると、すべての企業・規模において相関関係

がみられるわけではない。

そこで、ここではデザインを現在活用している、ま

た今後活用しようと思っていると回答した企業に、デ

ザインを活用する上での課題について複数回答できい

た結果について述べる。

全体では「デザインに必要な予算が確保できない」

が３５．８％、「デザインの知識のある者が社内にいない」

が３４．５％となった。

従業者規模別にみると、「デザインに必要な予算が

確保できない」と回答した企業の割合が１～３人が

５３．１％、４～９人は３４．２％と従業者規模の小さい企業

では、より予算に課題を持つ企業の割合が高い。ま

た、「デザインの知識のある者が社内にいない」と回

答した企業の割合は１０～２９人では３８．８％、３０～９９人で

は４３．０％、１００人以上では３３．３％と高く、比較的大き

い企業になるとより人に課題を持つ企業の割合が高く

なる。

（７） 今後デザイン活用する企業の課題は人材が１位

デザインを既に導入している企業（以下、「現在活

用企業」という）と、今後活用しようと思っている企

業（以下、「今後活用企業」という）では抱えている

課題が異なると考えられる。

そこで、デザイン活用形態別に課題をみると、今後

活用企業は「デザインの知識のある者が社内にいない」

が３６．５％と現在活用企業（デザイナーと契約）の

２４．５％、現在活用企業（社員によるデザイン）の１１．３％

より高い割合となった。また「デザインに必要な予算

が確保できない」３０．１％と、「デザイン活用の仕方が

分からない」１７．５％も現在活用企業と比べて高くなっ

ている。

【図表�―１―３６】 デザインを活用する上での課題（活用形態別） 複数回答
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活
用
形
態
別

今 後 活 用 ３６．５％ ３０．１％ １７．５％ １２．４％ １１．７％ １０．８％ ５．５％ ４．９％ ４．４％ ５．８％ ４５２

現在活用（社員によ

るデザイン）
１１．３％ ２３．１％ ２．７％ ９．４％ ７．８％ １０．５％ ５．４％ ４．３％ ２．９％ １２．９％ ３７３

現在活用（デザイ

ナーと契約）
２４．５％ １９．４％ ３．２％ １０．３％ ９．７％ ８．４％ ７．１％ ４．５％ １０．３％ ９．０％ １５５

＊活用形態別に、最も割合の高い課題に網掛け
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〈事例�―１―２４〉デザイン重視のため、「感性」が求

められるという企業

自動制御弁製造のTK社（大田区：４６名）の得意

先は近年デザインを重視するようになった。得意先

の中でも、資材購買部門は安ければデザインは問わ

ないが、設計や現場ではデザインやカラーリングに

ついての要望が増えてきたという。外国人なら気に

留めなくても、日本人にはキュウリでもまっすぐで

ないと買わない国民性があり、ほぼ同じ機能で競合

したらデザインの勝負になるとのこと。

従業員に求める能力も変化しており、営業センス

や設計センスなどの「感性」が求められている。

〈東京都の商工施策〉

デザイン活用への支援

（１） デザイン導入支援事業

デザインを、企業の経営戦略から具体的な製品・

サービスを具体化するまでの企業活動をトータルに

サポートするものと捉え、中小企業の個性化、差別

化、高付加価値化を図ることをもって中小企業の知

的財産創造を支援します。

ア デザイン普及開発セミナー

デザインを導入した製品開発を図りたい中小

企業に向けて、デザインの機能や導入方法、導

入成果事例の紹介等についてセミナーを行いま

す。

イ 東京デザインマーケット

新たな商品企画の発掘を期待する企業に対し

て、デザイナーからデザイン案を提示すること

により、中小企業とデザイナーとの商談の成立

を促します。

ウ デザイナー活用支援事業

中小企業と連携可能なデザイナーのデータ

ベースの機能強化を図り、運営管理することに

より、中小企業が活用可能なデザイン提案の発

掘を支援します。

また、デザイナーの活用方法が分からない中小企

業に対して、デザインを活用する上での基本的な考

え方やデザイナーの有効な活用法などについてのガ

イドを作成し、WEBに掲載するとともに、冊子で

も配布します。

（２） 産学連携デザイナー育成プロジェクト

デザイナーが中小企業の製品開発に関わるために

は、単に造形表現力だけではなく、ものづくりの現

場を理解し、企業のニーズを形にしていく能力が必

要です。

そのため、デザイン系大学の学生と中小企業が連

携して、実際の製品開発を行う機会を提供すること

により、将来、中小企業のパートナーとなり得るデ

ザイナーを育成するとともに、中小企業のデザイン

活用を支援します。

・５大学で実施

・期間 ２０日間

（３） スーパーデザイナー養成事業

中小企業が、デザイン活用により製品の差別化、

高付加価値化を実現するに当たっては、製品の開発

段階から、販売・マーケティング、宣伝・広報まで

を戦略的に捉えられる幅広い知識・技術力を有する

デザイナーの存在が重要です。

そのため、産業技術大学院大学において、プロの

デザイナーを対象に、製品開発に関わるマーケティ

ング能力、マネジメント能力等を身につけてもらう

ための教育の機会を提供します。

・対象人数 ８０人程度

８１



〈その他の事例〉

多くの企業へのヒアリングを行うなかで、この章に

関わるその他多くの意見や事例が得られた。ここでそ

の事例について紹介する。

〈事例�―１―２５〉前職の知識を生かして小規模なが

ら開発に踏み出した企業

体操用マット、野球用ベースなどを製造するHU

社（荒川区：９名）は、周辺のスポーツ関連の企業

が廃業を続ける中、小規模ながら利益を上げてい

る。

当社の主力であった体育体操用マットは、文部科

学省により規格が厳密に決められており、競合他社

との競争は価格だけになってしまう。そこで、前職

で衝撃吸収の緩衝材開発の仕事をしていた現社長は

特注品のマット、緩衝材など文部科学省規格以外の

ものを手がけるようになった。歌舞伎の舞台から飛

び降りたり、アイドルがコンサートで飛び降りると

きの衝撃吸収マットや、体育館の壁の衝撃吸収材な

ど、「薄くても衝撃を吸収できる」という、開発を

必要とする特殊品に比重を移してきている。

〈事例�―１―２６〉顧客からの要望を元に開発を進め

る企業

防振・免振装置を手がけるAS社（墨田区：６７名）

では、自社の既存技術を改良する開発は、顧客の要

望を元に進める。市場を広げていくためには、自社

で独自に考えたものを開発していく。

〈事例�―１―２７〉お客様から直接開発のヒントを得

ている企業

鉄道模型で大手と市場を２分するSE社（新宿区：

２７０名）によれば、流通構造の変化もあり、販売ルー

トを通じた情報収集力が弱くなってきており、お客

様から直接情報収集することが重要になっていると

のことである。そこで、当社ではアンテナショップ

を設置し、その情報から開発のヒントを得ている。

〈事例�―１―２８〉開発テーマは得意先からの要望が

多いという企業

国内で初めてプラスチックベアリングを製品化し

たTB社（板橋区：２３０名）の開発は主に得意先から

の要望が多い。そのため、従来製品の横展開的な物

がかなり多い。ただ、それだけでは製品群が増えな

いので、新たな開発も手掛けるため、当社では設計

部門を開発部と技術部の二つに分けている。開発部

が新たなアイテムを作り、技術部は従来のベアリン

グなどの横展開を手掛ける。

〈事例�―１―２９〉得意先からのテーマがないと開発

しないという企業

コネクター等電子部品のMK社 （大田区：１００名）

は得意先から「こういう物ができないか」というテー

マを投げかけてもらわないと開発はしない。しか

し、これからは自分たちでテーマをつくって、世に

問うていこうと思っている。

〈事例�―１―３０〉思い入れを形にしていく企業

VOC回収装置等、環境関連機器を開発している

MO社（豊島区：３２名）では、最初に「環境対策と

経済メリットを追求する」という思い入れ、スタン

スがあり、そのためにはどういう機械を開発しなけ

ればならないか、と試行錯誤してVOC回収装置を

開発した。

〈事例�―１―３１〉産学連携は長い目でという企業

エンドミル製造・販売のNI社（品川区：１８９名）

にとって、産学連携は何年も先の技術の使い方を研

究するものであり、大学と目的を共有するのが難し

い。他社との共同開発は、目の前の技術的課題を解

決するために行うため、目的がはっきりしていてや

りやすい。

〈事例�―１―３２〉共同開発で成功している例

夜光塗料では世界シェアをほぼ独占しているNE

社（杉並区：１１８名）では、ユーザーから開発テー

マが持ち込まれるのがほとんどなので、共同開発が
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前提となっている。売り先からの依頼のため、販売

できないということは少ない。

〈事例�―１―３３〉産学連携は販売と金が問題という

企業

新素材製造販売のFC社（大田区：４０名）による

と、産学連携では、企業側は研究した製品を売りた

いというのが趣旨であるが、大学の先生は特許、論

文等に興味がある場合が多い。必ずしも目的が一致

していないため、販売に結びつけるのは難しい。ま

た、いい研究はしているつもりであるが、設備投資

に１０億円かかるなどという案件もあり、中小企業で

は拠出するのは厳しい。

〈事例�―１―３４〉営業力と製造に課題がある企業

大学発ベンチャーのHC社（目黒区：８名）の創

業者は研究開発者であり、営業経験は無い。レベル

の高い技術開発はできるが、信頼性の高い製品を製

造するのは不得意である。

最先端の技術は市場があるわけでない。新しい技

術にどのようなニーズがあるのか、マーケティング

が必要である。

当社でこのような製品がありますと売り込みに

いっても「何に使うのですか」という話になってし

まうことがある。当社がアプリケーションを考えて

お客さんに提案していく必要がある。ベンチャー企

業は営業面が弱いため、ソフト面での支援が出来る

ところがあればと思う。

〈事例�―１―３５〉連携先が探しづらいという企業

国内で初めてプラスチックベアリングを製品化し

たTB社（板橋区：２３０名）にとって、産学連携は売

れるものができないことが問題であるが、最初から

全てが製品化して売れるとは思っていない。それが

産学連携の開発だと思っている。

大学との連携については、当社がやっているよう

なテーマを持ったところがなかなかない。民間同士

でも一緒にやっていく先を探すのは大変である。

〈事例�―１―３６〉大学との連携ではスピードが課題

という企業

高いプレス加工技術を持つSC社（八王子市：２４０

名）は大学や他の企業と連携して３年間「微細金型」

の研究を行った。あくまで研究なので直接事業に結

びつかないことが問題といえば問題だが、メディア

への情報発信もでき、「そういうことができる企業

であれば」と新規顧客開拓のメリットも出ている。

しかし、産学連携で国からの助成金を受けようとす

る場合には、申請書を作成するときに専門の事務所

に作成してもらう間接費用がかかる。通常はトライ

アンドエラーでやりながら研究内容を修正していく

のに、あらかじめ３年間きっちり内容を決めておか

なければならない。通常、企業だけでやる場合には

もっとスピードが速くできている。

〈事例�―１―３７〉大学との思いの違いを感じている

企業

金属表面処理のNT社（荒川区：１０４名）によれば、

企業の立場では、大学で開発した技術を安定化し、

商品化、生産化、量産化できる技術まで開発を進め

る必要がある。しかし、大学は特許に結びつけるこ

とや発表テーマとして扱うという考え方が強く、共

同研究開発の実現に至ることが大変難しいと実感し

ている。

ただ、それも教授による。息が合えばうまくいく

とも感じている。

〈事例�―１―３８〉技術で困ったとき、どこに頼るか

悩む企業

ウォータージェット加工のYS社（瑞穂町：９名）

によると、技術に困ったとき、大学に行けばいいの

か高専なのか産業技術研究センターなのかが分から

ない。どこに相談に行けばよいか教えてくれるコー

ディネータに期待している。

〈事例�―１―３９〉デザインが今後の課題という企業

浄水器製造のSK社（稲城市：１７名）は、専務が

営業で得意先から注文を取り、社長が開発・設計を
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手がけている。デザインも社長が自ら行っている

が、デザイン性については得意先から言われること

があり、今後の課題となっている。

〈事例�―１―４０〉意図がデザイナーにうまく伝わら

ないという企業

鉄道模型で大手と市場を２分するSE社（新宿区：

２７０名）では、鉄道模型は、本物の列車の縮小した

ものをつくるのであって、デザインをしているとい

う感覚はない。ただ、実物の図面をそのまま縮小す

ればよい模型というわけではない。強調したりデ

フォルメしたりする。そういうところには独自のデ

ザインがあると思っている。

パッケージ・広告などでは外部のデザイナーにお

願いしている。ただ当社の意図するものがデザイ

ナーに伝わっていないと感じている。店頭に他社製

品と並んだときに当社の製品は主張が足りないと思

うところはある。
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